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開議 午前 ９時５７分

──────────────────────────────────

◎開議宣告

○議長（渡 政 君） おはようございます。

若干、時間前でございますけれども、皆さん、おそろいでございますので始めたいと思

います。

ただいまから、第５日目の会議を開きます。

ただいま出席している議員は、１８名であります。定足数に達しておりますので、直ち

に本日の会議を開きます。

本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。

──────────────────────────────────

◎日程第１ 会議録署名議員の指名

○議長（渡 政 君） 日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。

会議録署名議員は、会議規則第１１９条の規定により、議長において指名いたします。

１２番松 政勝議員、１３番戸田博義議員、１４番戸田憲悦議員、以上３名を指名しま

す。

──────────────────────────────────

◎日程第２ 一般質問

○議長（渡 政 君） 日程第２ 一般質問を行います。

質問の通告がありますので、順次発言を許します。

まず初めに、１５番中村忠士議員、質問者席にお着き願います。

なお、質問は一問一答方式でございます。

○１５番（中村忠士君） おはようございます。

通告に従いまして、一般質問をいたします。質問の前に一言、申し上げます。昨日、３

月１１日は、東日本大震災並びに福島第一原発事故からちょうど１年となる節目の日であ

りました。改めて、犠牲となられた方々に哀悼の意を表しますとともに、御家族、関係者

に心からのお見舞いを申し上げます。

きょうから２年目に入ったわけですが、震災、原発事故からの復旧、復興については、

膨大な課題を残したままになっており、政治の責任はますます重いものとなっています。

私自身、微力ではありますができ得る限りの努力をしなければならないと気持ちを新たに

していることを述べまして、質問に入らせていただきます。

まず１点目でございますが、矢臼別演習場での米軍訓練についてです。

本年、３月４日からというのは、通告時点で私が受けていた情報と現実が若干違います

ので、現実に即して申し上げたいと思います。

本年３月４日から、３月１２日まで沖縄の米第３７戦闘兵たん連隊７０人と陸自第５旅

団第４普通科連隊２００人による共同演習を行い、さらに６月上旬から７月上旬には通算

１６巡目、矢臼別演習場においては１２回目の在沖縄米海兵隊実弾射撃訓練が行われる予

定になっています。

在沖縄米海兵隊の移転訓練が始まった１９９７年以降、ことしで１６回目を迎えます

が、日米共同訓練を含めると矢臼別演習場での米軍訓練・演習は延べ１６回となり、平均

すると１年に１回は米軍が来ているということになります。しかも、ことしは３月と６月

の２回、米軍が訓練・演習を行うということですから、矢臼別演習場での米軍訓練・演習
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の恒常化がされたと言っていい状態であります。

こうした状況の中で心配されるのは、町民の安心・安全・治安の問題です。沖縄や米軍

基地を抱える地域では、米兵や軍属、その家族による犯罪、事故に苦しめられています。

とりわけ日本の第１次裁判権を事実上放棄する日米地位協定やそれにかかわる密約が存在

するため、国民の安心・安全は脅かされ続けています。こうした状況の中で、町民の安全

をどう守るか具体策を含めて町長の考えをお聞かせ願います。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） おはようございます。

中村議員の一般質問に答弁をする前に、昨日、３月１１日、未曾有の災害となりました

東日本大震災、１年を迎えたところであります。改めて、現在の進まない復興、そして避

難されている住民の皆さんの安全な生活が取り戻せない状況を思うときに、万感、まさに

胸に迫る思いがあります。１日も早い復興を祈りますとともに、亡くなられた皆さんの御

冥福をお祈りいたしますとともに、お見舞いを申し上げる次第であります。

そしてさらに、国民一丸となって、災害の復興に当たる、そういう思いを共有する日に

なることを心から願っております。

御答弁を申し上げます。まず、３月に実施される日米共同訓練、また６月に実施される

沖縄県道１０４号線超え実弾射撃訓練の分散・実施が行われる状況の中で町民の安全をど

う守るのか、具体策を含めた考え方ということでございますが、まず沖縄や米軍基地周辺

での犯罪、また事件につきましては、私といたしましてもまことに遺憾であると思ってお

ります。事件などが発生した場合の事実関係の究明、再発防止に向けた万全な対策を日米

相互間において確立することを望んでいるところでございます。

また、矢臼別演習場での米海兵隊の訓練に当たっては、本町を含む矢臼別演習場に隣接

する標茶町、厚岸町、浜中町の４町と北海道で構成する矢臼別演習場関係機関連絡会議、

これにおいても住民の不安や懸念を解消するため、訓練に伴うさまざまな情報をできるだ

け早く収集し、交換しながら地域住民の生活の安全確保を図っているところでございま

す。

以上でございます。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 質問の中に地位協定の問題、そしてそれにかかわる密約の問題

を述べております。

この点について言及がなかったので、さらにお聞きをしたいと思うのですが、ここに沖

縄県の金武町の議会が採決した意見書があります。文面を全部、読んでいると長くなりま

すので、概略、どういう内容かということで御紹介したいと思うのですが、地位協定の問

題、これは見直さなければいけないと、それから密約が存在すると、それを公表して破棄

してほしいと、すべきであるという内容の意見書を、これは全会一致で採決しているので

す。

金武町がそういうことを言っていると、その苦難を分かち合うのだといって我が町も海

兵隊の受け入れを容認したということでありますから、この意見書の採択というのは大

変、重く私たちは受けとめなければいけないと思うのです。

そういう点で地位協定の問題、そしてこの密約の問題、それをどう考えるのかと、そう

いうものが存在する以上、町民の安全というものは確保するように努力しているといって

も、これがある以上、それは単なる言葉になってしまう可能性があると重要に受けとめな
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ければいけないのではないかと、そこら辺の見解をお聞きしたいと思います。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） 日米の地位協定、また密約というお話もありました。

私、密約についてどう私が判断するか、そういう材料は持ち合わせておりませんので、

それについてはお答えをしかねますが、日米地位協定の含めて、運用の面を含めて、それ

ぞれ日米の相互間でそれぞれ協議が行われているということも私ども聞いておりますし、

それぞれ徐々にではありますが、改善に向けての双方の努力というものも、また今、なさ

れていることだと思っています。その辺は、これからも私ども見守ってまいりたいと思い

ますし、また金武町の今、取り組みですね、それもおっしゃられました。それについては

もちろん、私どももその金武町の取り組みとして尊重して、住民を守るために自治体が努

力して、そういう思いで注目をしているところでございます。

以上でございます。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 地位協定については、日米間で協議がされているということ、

それから密約の存在については確認していないというか、調べる手だてがないというよう

なこともおっしゃられました。

それでいいのかという感じがします。密約の存在を裏づけるものとして、さまざまな証

拠が今、上がってきています。沖縄タイムスが報道した内容をちょっとお伝えしますと、

１９６２年１２月１日から６３年１１月３０日まで、ちょっと古い内容でありますけれど

も、この１年間に日本の裁判に付されるべき件数、つまり米軍の所属の兵員、あるいは軍

属、その家族が起こした犯罪で日本の裁判に付されるべき件数は、この１年間で３,４３

３件あったと、そうであるにもかかわらず米軍はこのうちの２,６２７件の裁判権を譲る

ように請求したと、７６％です。

本来だったら日本で裁判しなければならない案件の７６％を第１次裁判権をおれに寄こ

せと米軍が言ったと、そしてそのうちの９２％である２,４４８件を日本政府は放棄した

という事実を報道しています。この点についてはご存じでしたか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） 細かい数字について存じてはおりません。

しかしながら、このことにつきましては日本政府として、日米相互間でしっかりと協定

の不備があるのであれば、改善に向けて努力をしていく、そして信頼のもとに努力をして

いく、そのことが一番大切だと思っていますし、そのことについては徐々にではあります

が進んでいることと思っています。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 沖縄の問題だと今、ちょっと声がありましたけれども、これは

違うのですよ。全国の問題ですから。全国でのこの問題であります。日本でそういう状態

になっているということであります。

ぜひ、町長に確認をしたいと思うのですが、前にもこの密約の問題、私、町長にお尋ね

しました。１９７１年段階で、この地位協定にかかわった人が学者の立場から論文を書い

ているということで、この密約を裏づけている、そういう内容の論文を発表しているとい

うふうにお伝えしました。それについてはご存じかと言ったら、承知していないというこ

とでしたから、お聞きしたら調べてみるという御返事でした。その後、どういうふうに

なったかちょっとお尋ねします。
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○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） そのことについては、詳しく町としては調査はしておりません。

このことについては、やはり日本の国防政策のかなめの話でございます。したがって、

このことについては、やはり国会、最終的には国会でしっかり議論をして、そして日本政

府としてどういう立場でしっかりと改善すべき点を改善していくのか、そのことはやはり

一義的に国会のほうでやっていただく、そのことが極めて大事だと思っております。

そのことについて、この私の町の住民に対して危ない状況になるとか、そういうことが

考えられる時点においては当然、私もしっかりその対応をしてまいりたいと思いますが、

やはりこの問題ということについては、国が一義的にやるべき話だと、このように思って

おります。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 町長の御認識としては危険はないのだという御認識のようです

ね。本当にそう言い切れるのか、その根拠は何なのかは全く示されていません。現実に、

日本の国民が負っている現状、アメリカとの関係で負わされている現状、これを直視して

いただきたい。

これは、町民の安全にかかわる直接かかわる問題でもあるという認識を持っていただき

たい、何かが起こってからではだめなのです。起こる前にすべての想定しなければならな

いというのが、私たちの任務ではないかなというふうに思うのです。そういう点ではどう

ですか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） このことについては中村議員もそれぞれ一般質問でたび重ねて質

問されておりまして、私どもも答えております。私、一番大事なのは、住民の安全を確保

するもの、そのことが基本であります。

したがって、そのことが不安な状況になるのであれば、私どもは町として、行政として

やれることはすべてやります。現在については、そういうことではないので、受け入れを

継続的に受け入れについてもやめてくれという話にはならない、受け入れを今してきてい

るわけでありますので、そういう判断のもとに受けているということでございます。危険

なものであれば、私どもとしては受け入れという考え方に立ちません。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 当議会が海兵隊の実弾射撃訓練について容認をしたと、そして

町も率先して容認の方向をとったということの意味というのは、金武町で起こっているこ

と、沖縄で起こっていることを私たちの町が引き受けたということなのですから、わかり

ますね。それを引き受けたということなのだから、沖縄で起こっていることを米軍関係で

今、日本全体で起こっていることをしっかり見て、そしてきちっと想定をして、あらゆる

想定をして対処していくということが私たちに課せられた任務なのだということを改めて

強調しまして、その安全の問題では頑張るというふうにおっしゃいましたから、その具体

的な問題でお尋ねします。

演習場内には民間の住宅があります、町民が生活しております。演習場内の町民に対す

る安全の確保が必要だと考えます。そのためにも町として訓練部隊に対し、町民が生活し

ていること、生活圏近くでは演習行為は行わないことなど安全を確保すべきことをしっか

り伝える必要があると思いますが、この点についてはいかがでしょうか。

○議長（渡 政 君） 町長。
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○町長（水沼 猛君） お答えを申し上げます。

周囲を演習場に囲まれた土地で生活している、あるいは演習場周辺で生活をしている住

民の皆様方に対する安全の確保につきましては、これは北海道防衛局に対しまして、機会

あるごとに申し入れをいたしているところでもございます。

そのことにつきましては、米海兵隊にも伝えられて、矢臼別演習場を使用する場合に

は、自衛隊がとられている町民の安全確保及び地元への配慮の観点に従うこととなってお

りますので、今後も関係機関に対しまして引き続き町民の安全確保に十分、配慮をいたす

よう要請をしてまいります。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） その自衛隊の使用規定みたいなのに準じて、それをしっかり

守ってもらうようにという申し入れをやられているということについては私たちも認識し

ており、その努力については大変、努力されているというふうに思って感謝をしていると

ころです。

ただ、最近の自衛隊の演習の中で、大変、町民が暮らしておられる住宅の近隣で銃声が

聞こえると、これは全く射撃場でないところですから、これは実弾は使っていないと思い

ます。そうだとは思いますが、空砲だとは思うのですが、近隣でそういう射撃訓練を行っ

ていると、あるいは日出生台では間違えて、多分、間違えてなのだろうと思うのですが、

もしかしたら意図的かもしれません。米軍が演習場外に出たという事件が今回、起こって

いるのです。だから、そういう点では、申し入れをもっときつく、きちっとする必要があ

るのではないかなと思いますが、この点、どうでしょうか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） ただいまの中村議員のおっしゃられた内容については、事あるご

とにまず防衛局にも要請をしておりますし、また道を含む演習場周辺の４町でもしっかり

防衛局に要請をし、そして懸念されることについては要請をしておりますし、また、それ

を通じて防衛局からアメリカ米海兵隊のほうにもその要請内容がしっかりと伝わってい

る、そのことは我々も確認をしておりますので、演習がことしも６月にございますが、そ

の前にそういうことをしっかりと要請をしていく、そのことは今後ともしっかり続けてま

いりたいと、そのように思っております。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） ぜひ、その姿勢を堅持していただいて、より具体的な問題が起

こる前に強く要請していただく、もし問題が起こったらその都度、迅速に行動していただ

きたいということを申し上げまして、３点目の質問でありますが、米軍の移動経路などの

情報が町民に知らされない問題があります。

町としては、情報公開、伝達に努力はされていると認識していますが、米軍に対し情報

公開を一層強く要請していく必要があると思います。町長の見解を問います。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） 米軍の移動経路などの情報が町民に知らされない問題があるとい

うこと、米軍に対し情報公開を一層強く要請していく必要があるということでございます

が、このことについては平成２２年度に実施された沖縄県道１０４号線超え実弾射撃訓練

の分散・実施時において、米軍の重火器等の移動経路の事前通知が一切なかったため、北

海道防衛局に対し申し入れを行ったことがございました。

本町といたしましても、今後とも演習場周辺の皆様方の不安や懸念を解消するため、移
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動経路を含め訓練の規模、時間など住民生活に関連する詳細な訓練情報等を通知するよ

う、矢臼別演習場に隣接する別海町、標茶町、厚岸町、浜中町の４町と北海道で構成する

矢臼別演習場関係機関連絡会議と連携をして、引き続きしっかり要請を行ってまいりたい

と考えております。

以上です。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） ちょっと確認をさせていただきたいと思いますが、そういうこ

とで非常にある意味では強い姿勢で臨まれているというのも承知しているところですが、

今回の共同訓練に関しましては、やはり天候の問題とかいろいろあったのだろうと思いま

すが、日程についてはある程度、情報は町民にも伝わったと思うのですが、この経路が全

くわからないということがありました。それについてはどう対処されたのでしょうか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） 今回の日米共同訓練については、特段その経路とか詳しい情報に

ついては、こういう形で、こういう規模で演習をしますということでありまして、特段、

経路等どうのこうのという説明は事前の説明はほとんどありませんでした。

また、今回、実際にはかなり規模が縮小された演習になったということも聞いておりま

す。日米共同訓練については、いわゆる沖縄県道１０４号線超え実弾射撃訓練と違いまし

て、常時、自衛隊との共同訓練やられているのは日米共同訓練でございますので、特段、

詳しい情報を知らせる必要があるのかないのか、その辺のこともあるのかなとそんな思い

で、そういうことで１０４号線超えとはちょっと対応が違う、それはあるかと思います。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 第５旅団の動きについては、ある程度、こういう経路だよとい

うのは伝わったのですけれども、米軍についてはわからないと、復路については全くわか

らないと、往路についてはある程度わかりましたけれども、復路については全くわからな

いという状況です。それを放置してはならないと、やはりきちっと行政の長として、その

情報はつかむように努力していただきたい、そしてそれを公開するように努力していただ

きたいと、こういうふうに思うのですがどうでしょうか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） なるべくそういう情報はとる努力はいたしたいと思います。いず

れにいたしましても共同訓練でございますので、第５旅団との米軍との共同の訓練になり

ますので、いわゆるＳＡＣＯ関係の１０４号線とは違うということ、これはぜひ理解をい

ただきたいと思います。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 時間がなくなってきましたので、４番目の質問に移らさせてい

ただきます。今の点については、認識がちょっと違うということを留保しながら４番目に

行きます。

６月に予定されている在沖縄米海兵隊の実弾射撃訓練に絞ってお聞きしたいと思いま

す。

まず本質論としてお伺いしたいのですが、国の財政が逼迫する中、さらに東日本大震災

原発事故からの復旧・復興に向け財政出動が必要となっているときに数億円の日本国民の

血税が使われる移転訓練は、本来であれば中止されてしかるべきと考えます。

我が日本国と国民の困難にかんがみ、多額の出費を伴う移転訓練については返上するこ



─ 9 ─

とを町として申し入れるべきと思いますが、町長の見解を問います。少なくても、移転訓

練の縮小並びに収束のめどを立てることを町として関係機関に求めるべきと思いますが、

この点についてはいかがでしょうか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） 御質問にお答えしますが、多額の出費を伴う移転訓練については

返上すべき、少なくても移転訓練の縮小並びに収束のめどを立てることを町として関係機

関に求める、そういう御質問でございますが、私といたしましてはまず国防政策は国が決

定すべきものでありまして、国防政策そのものに反対するものではございません。

平成１９年９月の定例議会におきまして、中村議員からの一般質問にお答えをいたして

おりますように、訓練につきましては日米安全保障や我が国の国防政策の一環として実施

されているものでございまして、町としては国防政策についてはできる限り協力をしてい

く、そういう考えでおります。

また、矢臼別演習場につきましては、沖縄県の金武町における米海兵隊の実弾射撃訓練

の分散・実施を町と議会の皆様方の受け入れ容認決議により、今までに１１回の実弾射撃

訓練が実施されているところでございます。

当時のことをちょっと振り返りますと、まず平成８年８月１２日、議会で設置した特別

委員会によりまして、町内全域での意見聴取や演習場周辺の農家の聞き取り調査、騒音・

振動などの実態調査、また沖縄県金武町への視察調査等々、これらを実施し、平成８年１

２月１８日に調査結果の報告、同日に県道１０４号線超え実弾射撃訓練の分散・実施の受

け入れに関する決議が提出をされ、多くの傍聴者が見守る中で、条件つきの受け入れ容認

が賛成多数で可決されました。

このときの議会での取り組みを経験した議員さんにおかれましては、現在では議長さ

ん、副議長さん、２名となったところでありますが、当時、私も議員でありました。それ

を含めて決議文にあります町民の反対の意見もあるところでありますが、国の治安。騒

音・地域振興対策についても示されたところである、何よりも大切なのは我が国の国防政

策を尊重し、さらには沖縄の負担を少しでも軽減することが必要である、また別海町の将

来を見据え、国の治安対策、地域振興対策の実施及び騒音対策などの周辺対策を早期に実

施することを条件として受け入れを容認するというものでありました。

このことは、既に皆様、御承知のとおり町といたしましても議会の皆様方同様の受け入

れを容認した立場でございまして、移転訓練の縮小、収束のめどを明らかにするよう働き

かける考え方はございません。

以上でございます。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） ちょっとやりとりが食い違った感じがするのですが、とりわけ

今、財政的に大変なときだと、その余波を我が町も受けているわけです。交付税の縮小と

か含めて、町民の暮らしも大変になってきていると、そういう中で１回の演習にどのぐら

い、移動だけでどのぐらい使われているかということ、町長、御承知だと思うのですが、

例えば２００７年では３億６,０００万、２００８年では約３億８,０００万、２０１０年

では３億ちょっとということで、３億円以上の移動経費がかかるわけです。これを国税で

やっているというわけです。

そういうときだから、町としてもその訓練の縮小、あるいは収束のめどを立てる、そう

いう時期ではないかというふうに私は言っているわけです。町長としては、そういう気持
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ちはないということですが、それだけ膨大な経費がかかっているということについてはど

う認識されますか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） お答えになるかどうかちょっとわかりませんけれども、いわゆる

国の財政も厳しい状況の中で、やはり構造改革含めて、行財政改革も行われて、防衛費も

年々縮小されてきているところはご存じだと思います。

そういう中で、国防というのは、やはり国の根幹をなす大事なのは国防、国を守るとい

うことでございますので、それをやはり国家として国の政府としてどう考えていくか、そ

の問題だと思っております。

特に、自衛隊、それから安保条約に基づく米軍にしても、やはりそれらの機能を発揮す

るためには、目的がある、役割があるわけですから、それを達成する、いざ有事含めて、

いろいろな災害を含めて、そのことについてしっかり役割を果たすのがやはり訓練ですの

で、やはり訓練のしない自衛隊、軍隊、それはあり得ないわけですから、それはお金がか

かるのも事実でありますが、それが無駄と考えるのか、有効なものと考えるか、その辺は

見解の相違かなと、そのように思います。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） これだけ膨大な金額がかかっているということをちゃんと認識

しなければいけないと、そういうお金は被災地に回すべきだということを私は述べまし

て、次の質問に移らさせていただきます。

移転訓練返上を求める意思がないということですから、そういう場合でも最低、次のこ

とは町としてやるべきことと思います。このことについても、町長の見解をお聞きしたい

と思います。４点お聞きします。

１点、前回の訓練で大問題となった火災の頻発についてですが、再びあのようなことが

起こらないよう町として対策をとるべきではないかという点。それから２点目は当初の約

束であった射撃日数最大１０日、訓練前後展開撤収期間それぞれ３から４日程度、最大人

員３００名、支援部隊６０から７０名、１５５ミリ榴弾砲１２門、車両６０台などを確実

に履行させること、特に沖縄での訓練と同質同量という約束に違反する夜間訓練の中止の

ために全力挙げて取り組む必要があるのではないかということ。

３点目、無用なボランティア、慰労外出、バスツアーなどについては訓練日程から除外

すべきではないかということ、４点目ですが前回同様、一般町民を含めた訓練の公開を行

うこと、さらに町民が司令官に対し直接質問する場を設けるために町として努力すべきで

はないかということ、この４点について町長の見解を伺います。

○議長（渡 政 君） 議長から中村議員に申し上げます。

質問方式を一問一答方式としていますので、なるべくまとめないで一問一答ずつお答え

をいただくようにしていただきたいなと思います。

それで、答弁者からは１問ずつお答えいただきたいと思います。

町長。

○町長（水沼 猛君） それでは、今、議長のほうから１問ずつということで仕切がござ

いましたので、まず１問目の前回の訓練時に起きた火災について再び起こらないよう、町

として対策をとるべきと、この質問にまずお答えをさせていただきます。

中村議員がただいまおっしゃいましたように、前回の訓練時においては、野火が数回に

わたって発生をいたしました。矢臼別演習場関係機関連絡会議といたしましては、北海道
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と連携をし、知事名で野火の連絡があるたび、原因の究明と再発防止を徹底し、万全の措

置をとるよう要請をしたところでございます。

その中でもたび重なる野火の発生について、緊急要請という形で要請を行うとともに、

別海町単独でも北海道防衛局現地対策本部長に対し、演習場内での火災発生の対応につい

てということで、連続して火災が発生したことに対する遺憾の意を示し、火災発生防止に

万全を期すよう要請したところでございます。

本年度の訓練実施におきましては、前回のようなことのないよう、矢臼別演習場関係機

関連絡会議と連携し、野火の発生には十分な防止策を講じるよう要請をしてまいる所存で

ございます。

以上です。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） ぜひ、強力な体制、対策をとっていただきたいというふうに思

います。

２番目についてはいかがでしょうか。

○議長（渡 政 君） 議員のほうから改めて質問。

○１５番（中村忠士君） 当初の約束であった射撃日数最大１０日、訓練前後展開、撤収

期間それぞれ３日から４日程度、最大人員が３００人、支援部隊６０から７０名、１５５

ミリ榴弾砲１２門、車両６０台など確実に履行させること、特に沖縄での訓練の同質、同

量という約束に違反する夜間演習の中止のために全力を挙げて取り組んでいただきたいと

思いますがいかがですか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） お答えを申し上げます。

当町におきましては、平成９年４月号のべつかい広報に沖縄県道１０４号線超え実弾射

撃訓練の分散・実施に関する受け入れ条件及び回答要旨を掲載をしてきております。その

中で、五つの条件を示しまして、国から回答された趣旨を載せております。

まず、一つ目としては規律の維持など、二つ目は騒音対策、三つ目は地域振興対策、そ

して四つ目は別海駐屯地の存続、五つ目その他、その中の５番目のその他で訓練回数は年

１回、射撃日数は最大で１０日以内、訓練規模においては最大でも人員３００名強、１５

５ミリ榴弾砲１２門、車両約６０台となっております。

別海町といたしましては、平成８年１２月１８日の議会で条件つき受け入れに関する決

議が可決され、本日に至っている経過から、受け入れ条件事項については守っていただく

よう引き続き要請をしっかりしてまいりたいと、このように考えています。

また、夜間の実弾射撃訓練等につきましては、地域住民の就寝などの妨げ等になるので

実施しないよう、以前から要請をしてきているところであります。引き続き、これもしっ

かり要請を行ってまいります。

以上です。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） これ数字を並べましたのは、町長が今おっしゃった広報での説

明というよりは、議会での当時、特別委員会が設けられて、特別委員会が報告をしていま

す。それは、町長も当事者としてご存じだと思うのですが、その報告の中にこの数字が

載っているのです。だから、これはちゃんと守るべきことだと思うのだけど、どうかとい

うことです。
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○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） このいわゆる条件つき受け入れ、そしてその条件についてはこれ

に記されている条件については守られている、そのように私どもは判断をしております。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 守られていないのです。だから、このことについて言い始める

と少し時間がかかってしまうので、これはまた別にやりましょう。

ここに書いてあるこの数字は、特別委員会で報告されたということに関してはどうです

か。その事実については確認したいと思います。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） 我々行政は議会ではありませんので、特別委員会の中身について

今、詳しい資料は持ち合わせておりません。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 私、町長が当事者だったから聞いているので、忘れたとは

ちょっと言っていただきたくない内容でありますから確認してください。

次行きます。無用なボランティア、慰労外出、バスツアーなどについては訓練日程から

除外すべきだと思いますが、どうですか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） お答えを申し上げます。

米海兵隊によるボランティア、慰労外出、バスツアーなどについては訓練日程から除外

すべきと、そのような御質問でございますが、このことにつきましては平成２２年度の訓

練時に矢臼別演習場関係機関連絡会議が北海道防衛局に規律維持等について実弾射撃訓練

に当たっての安全管理及び本道滞在中における規律の維持に万全の対応を期すことという

ことで要請を行っております。

このときには、米海兵隊は訓練部隊の司令官が責任を持って自己の部隊の秩序と規律の

維持を確保し、その際、最高度の規律を維持すると約束をしているという回答を得ていた

ところでございます。

その後、実施された外出については、米海兵隊の司令官が最高度の規律を維持するとい

う約束のもと実施され、特に混乱もなく粛々と実施されたところでございます。

本年度の訓練実施に際し、外出をされる場合は本道滞在中における規律の維持に万全の

対応を期すよう要請をしてまいりたいと考えております。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） ４点目に入ります。

前回同様、一般町民を含めた訓練の公開を行うこと、さらに町民が司令官に対する直接

質問する場を設けるために町として努力すべきではないかという点についてはどうです

か。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） お答えを申し上げます。

平成２２年度に実施されました訓練時におきまして、訓練公開については報道機関、自

治体関係者及び一般町民も参加できることとなりまして、議会議員の方４名、一般町民の

方４名、自治体関係者２名の１０名が参加をいたしたところでございます。

また、ブリーフィング説明会につきましても、報道機関、自治体関係者及び一般町民も

参加できることとなりまして、議会議員の方３名、一般町民が２名、自治体関係者６名の
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１１名が参加をいたしましたが、説明会の参加希望に当たって質疑事項がある場合は、そ

の内容についても同時に報告をしていただいておりました。

ブリーフィングの内容につきましては、最初に大隊長から訓練の概要説明があり、その

後、質疑応答が行われましたが、時間の関係で１人１問ということで実施をされ、質疑応

答に対する回答はすべて通訳を通じて大隊長が行ったと報告されております。

このような過去の実績も踏まえまして、本年度訓練が実施される場合におきましても、

前回同様の形での訓練公開、ブリーフィングが実施されるものと思いますので、今のとこ

ろ改めて町民の皆さんから司令官に直接、質問をするための場を設けるよう要請すること

については考えておりません。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 前回同様の訓練公開、それからブリーフィングは行われるもの

と思うということは、今、議事録に載りますので、その点、町長の責任ある答弁として受

けとめておきたいと思います。

ぜひ、直接、質問をできる、そういう機会も検討していただきたいと、こういうふうに

思います。時間がありませんので、次行きます。

２番目です、自治基本条例に基づく行政執行のあり方についてであります。

１点目、別海町自治基本条例の「第３章、町民の参加と協働」には、「第１３条、行政

は町民のまちづくりへの参加を推進し、意思を尊重します」とあり、「広く町民が利用す

る公共施設の管理運営方法及び整備にかかる基本的な計画策定、または重要な変更をする

とき」、行政は町民の参加を図ると規定しています。

この規定を率先して遵守する義務が町長にあるのは言うまでもないことです。この観点

から、町長が特別養護老人ホームの建設運営の民設、民営の方針を打ち出し、その現実的

にその方向で突き進んでいることについて検証してみる必要があります。

まず、特養ホームの民設、民営の方針はまさに条例の言う「広く町民が利用する公共施

設の管理運営方法及び整備にかかる基本的な計画策定、または重要な変更」に当たりま

す。この政策決定に当たって、条例どおりに町民の参加は図られたのでしょうか、また

「第４章、町民」「第１８条、町民はまちづくりに参加する権利があります」とあり、

「２、町民は、議会及び行政の保有するまちづくりに関する情報の提供を受け、みずから

取得する権利があります」と定めていますが、特養ホームの民設、民営の政策決定の過程

にかかわる情報は町民に提供されたのでしょうか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） お答えを申し上げます。

中村議員おっしゃるとおり、別海町自治基本条例の「第３章」「第１３条」には、「行

政は法令の規定によるものや緊急を要するものを除き、町民のまちづくりへの参加を推進

し、意思を尊重します」そのように規定をされております。

昨年６月の行政執行方針では、特別養護老人ホーム及びデイサービスセンターの民設、

民営化の方向で検討を進めると述べたところでございますが、協議相手の社会福祉法人が

決まっていたわけではなく、施設整備をする場合の方向として述べさせていただいたとこ

ろでございます。

現在は、協議相手も決めまして、その社会福祉法人と民設、民営化の方向での方針や条

件などを提示していただいて、協議を重ねておりますので、大筋でお互いの合意が得られ

た場合には、民設、民営化の考え方や経緯を含め、合意内容などについて町民の皆さんへ
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説明する用意は当然ございます。

また、お尋ねの政策決定の経過にかかわる町民の皆さんへの情報提供についてですが、

最初に御説明をしておりますように、民設、民営化の政策は決定しているものではなく、

民設、民営化の方向で検討を進めている状況であります。

協議を進めていることの情報は広報べつかいや町ホームページ、各種会議などを通じま

して適時、お知らせをしてきておりますし、方向性が決まりましたら町民参加の方法とし

て説明会を行う予定でもございます。

以上でございます。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 答弁をいただきましたので、これは本来、時間があればじっく

りと今、町長がおっしゃられた点、経過、これが条例に即したものかどうかということに

ついてはぎっちりと検証をしていきたいと思いますが、時間がありませんので、答弁をい

ただいたということできょうはとどめておきたいと思います。

２番目にいきます。特養ホームの建てかえについては具体化がこれから図られていくだ

ろうと思うのですが、町民への情報提供や町民参加などを自治基本条例の精神に基づいて

どのように進めていくのでしょうか。

町長の行政執行方針では、施設建設に当たっては２カ年での計画としておりましたが、

単年度実施の方向で社会福祉法人と協議を進めてまいりますと述べていますが、検討協議

の時間が短縮されることを意味しているものと受け取りました。町民への情報提供や町民

参加が十分な形で行われるのかという危惧が生まれます。

町長のこの点についてのお考え方を聞かせてください。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） お答えを申し上げます。

先ほども答弁をしているところですが、特別養護老人ホーム及びデイサービスセンター

の建てかえについての町民の皆さんへの情報提供については、民設、民営化の方向で検討

を進めている状況を広報べつかいや町ホームページ、各種会議などを通して適時、お知ら

せをしてきておりますし、先ほど言いましたように方向性が決まりましたら町民参加の方

法として説明会を行う予定で考えております。

なお、施設建設に当たりましては、北海道との協議の中で改築と取り壊しは一連の事業

となるので、２カ年にする理由はないことや、道内の他の自治体の社会福祉法人でも同程

度規模の施設整備を単年度で実施をしてきております。

したがって、特別養護老人ホーム及びデイサービスセンターの施設改築を当初、平成２

５年から２６年度として想定をしておりましたが、今回、平成２６年度、単年度とするも

のでございまして、議員が御心配されている検討、協議の時間を短縮するものではありま

せん。

また、町民の皆さんへの情報提供については、広報べつかいや町のホームページ、説明

会などを進めてまいりますし、町民の皆さんの参加につきましても別海町自治基本条例に

のっとりまして、適時、進めてまいりますので御理解をいただきたいと思います。

以上です。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） ３点目に行きます。

町民の皆さんの意見を募集しますという文書が配られました。これなのですが、障がい
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者福祉計画、介護保険事業計画などについて意見を寄せてくださいという趣旨のものであ

ります。

しかし、計画案については別海町のホームページに掲載している、または役場や支所、

連絡事務所に置いてあるからそれを見てくれという内容になっています。これでどのくら

いの町民の方が意見を寄せられる状況になるのでしょうか、またこの間、幾つかのパブ

リックコメントを求める企画が町側から発信されました。それ自体、大変いいことだと思

いますが、それはホームページを見ることができるなどの、ごく一部の町民にしか届いて

いないのではないでしょうか。

自治基本条例の中で、何度も触れられている情報共有を単なる文言、絵にかいたもちに

してはなりません。さらなる努力が必要と思います。町長の見解を問います。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） お答えを申し上げます。

町では、平成２３年度に３件の町民の皆様の意見を求めるパブリックコメント、これを

実施をしてまいりました。

一つ目は中春別中学校改築工事にかかわる基本計画で、２月１４日から２月２７日まで

の１４日間、ホームページに掲載するとともに、各支所、また連絡事務所、さらに公民館

にはチラシを掲示をいたしまして、意見を募集していることをお知らせをいたしてまいり

ました。

二つ目は、町営住宅入居者資格にかかわる方針案ですが、これを１月２７日から２月１

５日までの２０日間、ホームページに掲載をいたしました。さらに障がい者計画、障がい

者福祉計画素案、また高齢者保健福祉計画及び第５期介護保険事業計画素案につきまして

は、２月８日から２１日までの１４日間、町のホームページに掲載するとともに、役場、

各支所、連絡事務所において閲覧できる旨を北海道新聞、釧路新聞でのチラシ折り込みに

より意見を公募をいたしました。

なお、各計画案に対するアクセス数といたしましては、中春別中学校関係２０２件、町

営住宅の関係では２３１件、障がい者等の関係につきましては１２４件のアクセスが入り

ました。高齢者保健福祉の関係で５件の意見が寄せられたところでございます。

今後におきましては、パブリックコメントを実施する際の要綱の策定やホームページ、

各支所、連絡事務所等有効活用した情報の提供を検討してまいります。しかし、ホーム

ページについてはパソコンをもし使えなければ閲覧することはできません。また、各支

所、連絡事務所での閲覧方法は情報を知り得た町民の皆さんでないと、これもまた閲覧で

きません。新聞のチラシにおいては、新聞を取っていない町民は見ることができない、ま

た、広報べつかいについても前月の１０日に原稿を締め切っておりますために、全部、掲

載することはできないということもございます。マスコミを利用するにも限界もございま

す。

以上のように１００％情報を伝達できる方法はなかなか見つからないわけであります。

ぜひ、この辺についてもぜひそういう方法があれば教えていただければ大変ありがたい

と、そのように思っております。

このような中、町が町民の皆さんの意見を行政に反映させるべくあらゆる有効手段を模

索をいたしまして、これからも情報の提供に努めてまいりたいと考えております。

以上であります。

○議長（渡 政 君） 中村議員。
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○１５番（中村忠士君） 時間になりました。以上で終わります。

○議長（渡 政 君） 以上をもちまして、中村忠士議員の一般質問を終わります。

ここで、１０分間、休憩をいたします。

午前１０時５８分 休憩

──────────────

午前１１時０８分 再開

○議長（渡 政 君） 休憩前に引き続き、一般質問を再開いたします。

次に、５番西原浩議員、質問者席にお着き願います。

なお、質問は一問一答方式でございます。

○５番（西原 浩君） それでは、通告に従いまして質問させていただきます。

１点目といたしましては、町全体で若者を育てる取り組みについてと題しまして質問を

いたします。

１月１２日から１５日まで、別海高校の生徒４名が京都の大学、京都大学、佛教大学、

立命館大学を見学しました。今回は、別海町中小企業振興条例第７条に基づいて、町と北

海道同友会南しれとこ支部別海地区会が連携して実施しました。

町と京都大学は、同友会を介して連携を深めています。昨年、町は同友会を通して京都

大学の岡田教授の研究チームを招き、地域経済分析を行いました。その際に、別海高校の

生徒に向けて岡田氏が経済学の講演をしています。

今回、京都の見学に参加した生徒は、都会の４年生大学で日本史を勉強したい、京都の

大学の雰囲気に触れることができてよかったと顔を輝かせていました。同行した同友会の

幹事長は、大学を自分の目で見ることによって、高校生の進学意欲が確実に高まった、若

者は都会で勉強して、将来は地元に戻って地域のために働いてほしい、条例の精神に基づ

いて町全体で若者を育てたいと語っています。

１点目といたしましては、今回の取り組みについて町はどのように評価しているかとい

う点についてお伺いいたします。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（土井一典君） 西原議員の質問にお答えいたします。

町の中小企業振興基本条例におきましては、基本政策の一つである人材確保及び人材育

成の観点から、児童生徒の勤労観との醸成に資する職業の体験機会の提供など、必要な施

策を講じることが求められております。

議員からのお話もあったとおり、北海道中小企業家同友会南しれとこ支部別海地区会、

これと地域経済の権威でございます京都大学の岡田教授との連携のもと、将来、地域の中

小企業を支え、中核を担う若者を育成するため、今回、町内の高校生を京都大学等に視察

研修する機会を設定したものでございます。

国内最高学府の一つであります京都大学等のキャンパスの雰囲気に触れたり、直接、大

学生、院生の話を聞いたりして、高校生みずからが身を持って体験できたことについて

は、進学に対する意欲が強くなり、また目的意識をしっかり持てたなどがありまして、道

内だけでなく、進学対象校の選択肢が広まり、今後の学習や就職に役立つものと期待して

いるところでございます。

このことによって、子供たちがいろいろな勉強や学習を経験し、将来、別海町発展の貴

重な人材として地域に戻って活躍することにつながるものと考えておりますので、今回の

地域経済を支える人づくりに対する取り組み、中小企業振興基本条例からも大変、意義深
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いものがあったというふうに考えているところでございます。

以上です。

○議長（渡 政 君） 西原議員。

○５番（西原 浩君） 大変、意義深いという認識で、有意義な事業だったのではないか

なと思います。

その視察に行ったときに岡田氏は生徒に向けて世界の古典を読んでほしい、大学生に

なったとき必ず役立つと高校時代の過ごし方についても助言をしているところでございま

す。

また、岡田氏は今度３月１５日に、地域経済分析調査報告会を当マルチメディア館で６

時から行う予定です。これは、昨年９月に実施された調査チームのその報告会を、調査結

果と、それから地域内の再投資力の方向性について報告するということが１５日に行われ

るということです。そういうちょっと宣伝になってしまいましたけれども、そういうこと

が行われるということを御報告いたします。

それで（２）に移ります。大変、このようにお互いに有意義な事業を展開しているとい

うことでなのですけれども、これをまた継続していくということが可能なのか、考えてい

るのか、そういう考え方についてお聞きいたします。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（土井一典君） 今後の継続につきまして、対象を高校生だけではなく

て、中学生も含めた取り組みとして中小企業家同友会はもとより、商工会等の経済団体や

教育関係機関とも協議しながら、中小企業振興策として中小企業振興基本条例の指針に反

映するなど、人材育成のあり方を検討してまいりたいというふうに考えております。

○議長（渡 政 君） 西原議員。

○５番（西原 浩君） 今、部長のほうから高校生だけでなくて、中学生も含めてという

発展した考え方ということで、大変、喜ばしいなと思います。また、先日の教育行政執行

方針でも教育長、教育委員会では別海町がこれからの変化の時代の荒波を乗り越え、未来

を切り開き、持続的に発展していくためには優秀な人材を育成することが不可欠だと述べ

ています。また、人づくり教育は別海町の活力や発展の基盤ですと大変、すばらしい執行

方針であるなと私も同感しております。

そこで、（３）に移ります。今回は、京都大学を中心に京都の大学という、岡田教授と

のつながりということで京都大学、京都ということでした。ですけれども、町はそのほか

いろいろな事業をほかの大学とも連携して展開しております。また、今後、北海道大学や

札幌医科大学などの道内の大学、それからまた東京大学とか関東の大学などエリアを拡大

して広めて取り組むという考え方があるのかという点についてお聞きいたします。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（土井一典君） お答えいたします。

今後、今回のような人材確保、また人材育成の観点から大学視察研修や体験機会の提供

などの取り組みが必要な場合については、今、議員おっしゃられたような各大学、また町

では道内の３大学、北大、酪農学園大学、帯広畜産大学と連携して事業を取り進めており

ますし、また、東京農大だとか北海道の研究団体、食加研などの研究団体とも協定を交わ

しておりますので、そのようなことから道内のみならず幅広く取り組みを検討してまいり

たいというふうに考えております。

○議長（渡 政 君） 西原議員。
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○５番（西原 浩君） 非常に前向きな回答をいただきましてありがとうございます。

これは、考え方は前向きなのですけれども、あとは具体的にどのような事業として展開

していくのかというのが大変、これから重要なことだと思います。

それで、２点、紹介いたします。５月２２日にパイロットファームの国際セミナーとい

うことで、東京大学の中山教授と法政大学の藤倉教授が国際セミナーということで、当マ

ルチメディア館で開催いたします。これは、教育委員会のと、それから農政課と連携して

今、話を進めているということでございまして、この間そこで打ち合わせがありまして、

そこの教授とお話ししましたら、パイロットファームのセミナーなのですけれども、入植

者だけに聞かせたいのではないのだと、入植者だけではなくて今の若い世代、今、日本は

ＯＤＡですとか、開発途上国に援助をしているという立場でございますけれども、その当

時、世界銀行から援助を受けていた時代、そのことについて話をしたいと、そういうこと

でございますので、そういう事業もぜひ高校生とかに聞かせて事業として展開してほしい

なと思っております。

また、今、先ほど道内の３大学との連携ということでございまして、そこの３大学、酪

農学園、北大、それから帯広畜産大学、そことの当町にゆかりのある教授、それからそう

いう指導する方がいらっしゃいます。当町出身の吉野さんという方も今は酪農学園で教授

をやっておりまして、その方も北海道酪農、それから新酪農村のことについても今、調べ

ているということでございます。

こういうことをまた事業として展開していただければなと思いますけれども、今の２点

についての取り組みについての見解についてありましたらお聞きいたします。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（土井一典君） 今、議員から紹介をいただきました、パイロットファー

ムの関係でございますけれども、当町の酪農の基礎をつくり出した大きな国策的な事業と

いうことで、その当時のいろいろな考え方、それから世界銀行などの対応等についてもお

話をさせていただけるということで、今、お話のとおり時間等きちんと合いますれば高校

生の皆さんとも御案内を差し上げて、ぜひ聞いていただければなというふうに思います。

また、３大学の中で当町出身の教授の方々だとか、その辺については別海町はサテライ

トになっておりまして、町の要望も十分聞いていただくような機会がございますので、そ

ういう機会にいろいろなことで先生方の講演等も考えていきたいというふうに思います。

以上です。

○議長（渡 政 君） 西原議員。

○５番（西原 浩君） 若干、通告以外のことまで発展したような質問になって申しわけ

なかったかなと思っておりますけれども、町全体でこの若者を育てる仕組みがさらに充実

して発展することを期待して、１点目の質問を終了いたします。

２点目の質問に入ります前に、昨年３月１１日に発生した東日本大震災に被害に遭われ

た方にお見舞いを申し上げますとともに、いまだ回復しない状況でありますが、早期の復

興を祈念いたすところでございます。

その震災により、私たちは人命の尊さ、自然災害の恐ろしさ、また危機管理の大切さな

ど、さまざまな教訓を得ました。これを次の糧にしていかなければならないなと思ってお

ります。ということで、２点目、防災対策の推進というタイトルで質問をさせていただき

ます。

２月２７日に美原地区で火災が発生し、住宅が全焼する残念な出来事がありました。こ
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の火災の消火活動に関して、出火した農家の前の道路が農道整備事業の橋梁架けかえ工事

で通行どめになっていたため、消火活動に向かう消防車の到着がおくれたのではないかと

言われています。今回は、人的被害がありませんでしたが、今後の地域防災対策などの検

証のために質問をいたします。

１点目といたしまして、行政執行方針でも防災対策ということを重点項目として挙げて

おりますけれども、今回、橋梁工事の通行どめの連絡は徹底されていたのかというのが１

点目、それから、また消防車の到着がおくれたとしたら、その要因をどのようにとらえて

いるかという点について質問いたします。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） 西原議員の質問にお答えを申し上げます。

まず、防災対策と橋梁工事の通行どめ連絡は徹底されていたのかという御質問でござい

ます。

この橋梁工事につきましては、議員も御承知のとおりと思いますが、根室振興局が事業

主体の工事でございます。この橋梁の通行どめ期間については、平成２３年１０月１日か

ら、平成２４年５月３１日までとなっております。工事の請負業者から、中標津警察署の

許可を得て別海消防署へも提出をされております。

また、町からは平成２３年９月２７日付で通行どめのお知らせ文書により、別海消防署

中春別駐在所などの関係機関へ連絡するとともに、昨年１０月に発行をいたしました広報

べつかいにも掲載をして、町民の皆様へお知らせをしたところでもございます。

なお、周辺の町民の皆様方へは根室振興局から平成２３年４月と８月に、具体的な通行

どめ期間などについて説明をし、了解を得ているとお聞きをいたしております。通行どめ

の連絡は徹底されていたものと判断をいたしているところでございます。

次に、消防車の到達がおくれたことに関しましては、平成２４年２月２９日、火災発生

の２日後、別海消防署長から現場到達の遅延の報告がございましたが、その際には工事施

工業者からは平成２３年８月１２日に消防署へ道路工事の届け出があり、消防署では全職

員に周知をしていたとのことでありました。

町道入り口にも通行どめの看板も設置をしておりまして、消防署では指令台に通行どめ

を表示をしていたものの、その表示が小さかったことから指令台での確認のミスがあった

ことと、町道の入り口の通行どめの看板を火事の煙に気を取られて、見落として現場に先

行し、消防ポンプ車と水槽車が迂回したことにより、約１０分程度、現場到達が遅延と

なったという内容の説明がありました。

私からは、再発防止への万全の対策をとり、今後、このようなことのないよう十分、注

意をされるよう消防署長に伝えたところでございます。

以上であります。

○議長（渡 政 君） 西原議員。

○５番（西原 浩君） 連絡のほうは徹底されたという認識なのですけれども、通行どめ

の周知が若干、工夫が必要なのではないかという、今、回答だったと思います。

今回、幸いにも人的被害がなかったというのは、不幸中の幸いのことだったのですけれ

ども、今後、こういうことが起こらないようにするためにはどのような改善が必要なのか

なと思います。

今後も橋梁の架けかえ工事というのは、やはり次から次へと工事のたびに起きる、それ

からそのときに通行どめという工法という形で工事をすることになると思うのですけれど
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も、そこで橋梁の長寿命化修繕計画の点検作業が終了して、今年度から補強の年次計画を

策定して、延命化とコスト削減に努めますと、行政執行方針のほうでも述べられているの

ですけれども、今後とも橋梁の通行どめをして、そういう工事を進めていくのか、その迂

回路をつくらない工事というのですか、そういう形でするのか、住民としては農作業期間

は外してくれだとか、いろいろ地元と協議しながら工事期間ですとか、また漁協のほうと

協議をしながら工事の時期を決めていると思うのですけれども、今後、同じような橋梁の

架けかえ工事があったときには、通行どめをしながら進めていくということになるのか、

その辺の工事の進め方というのがありましたら、ちょっとお聞かせ願いたいなと思いま

す。

○議長（渡 政 君） 建設水道部長。

○建設水道部長（根本幸三君） お答えをいたします。

今、お話をいただいた工事の関係なのですけれども、長寿命化計画、これから計画をき

ちっと立てていく状況になりますが、今回のことも踏まえてそんなことも含めて計画をつ

くっていきたいというふうに考えていますが、今回の場合は特種な状況にあったことも確

かでありますので、冬でこの火災を機に部内でも協議をいたしました。例えば、一つ目に

はだれも知らなくても大きな看板があれば回って行けるのかなということもありますし、

今回のように冬になりますと、それがわかってＵターンしようとしても、取りつけ道路と

迂回するところがないという状況もありますので、冬の場合はそういう取りつけ道路も一

部、除雪をするとか、そういうことも考えていかなければいけないという話になっていま

すし、そのことも含めて長寿命化計画を立てていきたいと思いますし、道等の仕事があっ

た場合にもそのようなお話をさせていただきたいなというふうに考えています。

以上です。

○議長（渡 政 君） 西原議員。

○５番（西原 浩君） 先ほど、通行どめのことに関しては、確かにちょうど雪が前の日

か何かに降って、１０センチか１５センチぐらい積もっていて、非常に道幅も狭くなった

という悪い条件も重なっていました。今、部長がおっしゃったように、なかなかＵターン

できないという状況で、火災が目の前にあって、消防車が目の前にいるのに来てくれない

ということで、じれったい思いをしていたということも聞いております。

そういうことで、今、何点かその改善項目を検討するという回答もいただきましたの

で、非常に交通量は少ないのですけれども、やはりそこで生活している地域住民にとって

は大切な道路、生活道路ですので、今後の出来事を検証して、改善してもらいたいなと思

います。

先ほどは、連絡のほうは徹底していたという判断だったと思うのですけれども、町内会

の周知というか、その住民への周知というのはもう少し、改善する余地はないのか、その

辺についてどのように考えておられますか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） 先ほど答弁したかと思いますが、町内会周辺、関係の町内会の皆

さんには事前にそういう状況、通行どめの状況等、工事の状況を説明をしておりますし、

お知らせをしているところでございます。

○議長（渡 政 君） 西原議員。

○５番（西原 浩君） わかりました。

では２点目に移ります。２点目に移る前なのですけれども、町として広報をしていたと
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いう認識なのですけれども、住民としてはなかなかいつまで通行どめだとかという情報が

余り理解していなかったというのが現実問題として、そういう現実があるのかなと、そう

いうことだけはお伝えしたいなと思います。自治基本条例の情報の共有化という観点から

も、十分だよと言われたらそれまでかもしれないなのですけれども、その点についてもも

う１回、検証していただきたいなと思っております。

それでは２点目に移ります。２点目は、火災が発生した農家は連合町内会、それから自

主防災組織は美原地区に属しています。また、農協はＪＡ中春別ですので、経済圏も生活

圏も中春別です。

しかし、新酪農村整備事業で移転入植したため、住所地番は床丹となっており、消防団

は尾岱沼地区の管轄になります。そのため、連携が取りづらい状況になっているのが要因

の一つではないかなと見受けられております。

自主防災組織と消防団の連携、協力を深めるためにも自主防災組織や消防団の地域割り

などの見直しも必要と考えますが、いかがでしょうか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） 二つ目の御質問に答える前に、先ほどの火事についてのそうい

う、いわゆる消防署の職員がその通行どめの出動に当たって見落としたという事実がござ

います。それで消火への時間がおくれたという事実があります。

したがって、そのどういうふうに再発を防止するかについて、この火事の次の日、消防

署において、その対策について２８日、管理職全員を招集し、反省と再発防止について協

議をいたしております。その報告を私のところにもいただいておりまして、それによりま

すとまず指令台地図にわかりやすい通行どめマークの表示とあわせて、文字で通行どめ及

び期間を載せる、二つ目として司令室に張ってある地図、指令端末付近にある地図に通行

どめ箇所、期間を明示する、司令室の掲示板に通行どめ及び期間を常時掲載する、以上の

方法によって、常時、目につくようにすることと指令台地図にもわかりやすく表示をす

る、また当分、引き継ぎ時に確認することなど、全職員徹底して再発防止を図る、そのよ

うな報告を受けているところであります。

御質問のお答えですが、まず自主防災組織との連携、協力を探るために、消防団の管轄

の見直しということでございますが、議員も御承知のとおりと思いますが、消防団につい

ては根室北部消防事務組合において組織をされ、消火活動や救助活動などの災害対応のた

めの消防ポンプ車や装備を持ちながら、専門的な教育訓練を受けた団員で構成をされてお

ります。

通常の火災から大規模災害時の対応に至るまで、幅広い活動を行っております。なお、

活動範囲は、消防団ごとに管轄区域はありますが、根室北部消防事務組合において定めら

れております。

一方、自主防災組織は、地域住民の皆様方が自分たちの地域は自分たちで守るという自

主的な連帯意識に基づいて防災活動を行う組織であります。本町にも現在、町内会１２１

がございますが、それらの単位に７４団体が組織をされておりますが、活動する範囲は各

町内会等に限られた地域となりまして、日ごろは初期消火訓練や防災資機材の管理などを

行っていただいております。

災害時には、初期消火活動や避難誘導を行い活動する範囲も通常はそれぞれの町内会内

となっています。この二つの組織は役割や機能は異なりまして、連携に当たっては一律と

はなりませんが、日ごろからお互いに顔の見える関係をつくっておくことが大切でありま
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す。

今後も、自主防災組織が行う消火訓練やＡＥＤを用いた普通救命講習を消防団と協力し

て実施をするなど、ともに地域防災を担う組織として消防団と自主防災組織の連携を深め

る努力はしてまいりたいと思いますが、消防団の地域割りについては根室北部消防事務組

合に見直しを求めることは今のところ考えてはおりません。

以上でございます。

○議長（渡 政 君） 西原議員。

○５番（西原 浩君） 町長のほうから非常に丁寧な説明がありまして、また２８日に再

発防止対策会議でかなり細かく検証されているということでございます。私、今回このこ

とを取り上げたのは、この事象を検証することが消防事務組合、それから消防団、それか

ら自主防災組織、それから町、町内会の連携というのが今まで以上に充実することを期待

してということで、このことを取り上げました。

ですので、今、非常に細かい答弁もいただきましたので、これからも災害対応力の向上

と、それから災害に強い町になることを期待いたしまして、私の一般質問を終了いたしま

す。

どうもありがとうございました。

○議長（渡 政 君） 以上で、西原浩議員の一般質問を終わります。

それでは、午後１時まで休憩をいたします。

午前１１時４０分 休憩

──────────────

午後 ０時５６分 再開

○議長（渡 政 君） 休憩前に引き続き、一般質問を再開いたします。

なお、戸田博義議員が早退をしておりますので、会議録署名議員に１５番中村忠士議員

を指名いたします。

それでは次に、９番瀧川榮子議員、質問者席にお着き願います。

なお、質問は一問一答方式であります。

○９番（瀧川榮子君） 通告に従いまして、質問させていただきます。

まず、一つ目として新エネルギー活用についてです。

平成１５年にエネルギー資源の乏しい日本のエネルギー安定確保という点から、環境負

荷が少ない新エネルギーへの取り組み、転換が求められ、別海町地域新エネルギービジョ

ンが策定されました。

その後、平成１８年３月にはバイオマスタウン構想、バイオマス利活用計画策定が行わ

れ、平成１９年度は別海町地域温暖化対策実行計画が策定されました。また、平成２１年

に策定された第６次別海町総合計画の中では、自然と共生する町とし、環境・エネルギー

先進自治体の形成を挙げています。

その中では、新エネルギーの導入など環境問題への対応を町民と協働のもとに総合的に

推進し、持続可能な社会形成を進めていく必要があるとしています。また、町長の２４年

度の行政執行方針の中でも省エネルギーの推進と新エネルギーの活用を環境温暖化対策と

して積極的に取り組んでいくことが表明されました。

そこでまず、一つ目として二酸化炭素削減の目標達成に向けての現状についてお聞きし

ます。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。
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○産業振興部長（土井一典君） お答えいたします。

別海町では役場、すべての事務と事業を対象に地球温暖化防止のため、温室効果ガスの

排出量の抑制に関し、別海町役場温室効果ガス削減実行計画を策定いたしております。改

正省エネ法に伴いまして、この計画では平成２３年度から、平成２７年度までの５年間で

５％削減するといたしまして、そのために毎年のエネルギー使用料の１％を削減すること

を目標に設定してございます。

その結果、平成２１年度と２２年度の部分でございますけれども、エネルギーの使用料

の比較では、全使用エネルギーの約１０％が削減されておりまして、これは二酸化炭素削

減量に換算いたしますと２,４００トン削減となったところでございます。

２２年度を基準に削減ということでございますので、２３年度についてはこれからの結

果になってくると思いますけれども、２１年度と２２年度を比較いたしまして、エネル

ギー削減の内訳は各施設で使用しています灯油・重油等の使用量の削減率が大きいことか

ら、職員に化石燃料の節約意識が働いたものだというふうに考えているところでございま

す。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） この計画の中で、計画の推進ということで、目標達成への点検・

分析も重要ということで点検・分析され、それで２７年度までに前年１％ずつ削減という

ことになっていて、その目標が設定されているわけなのですけれども、各施設への働きか

けはどのようにされているのでしょうか。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（土井一典君） 別海町の各施設への働きかけでございますけれども、基

本的にこの削減、毎年１％の削減を目標に灯油、それから電気等の節約を図っていただく

ようこちらのほうからお願いしている状況でございます。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） この地球温暖化防止のためにこの計画の中ではかなり細かく各施

設にどんなふうにして温暖化防止のための施策を実行するために、協力してほしいことの

内容というのが細かく設定されていました。ですので、そのことについて各施設への働き

かけ、これからも行っていただいて１％と言わず、もう少し削減できるような方向性が見

つかればいいなと考えていますので、ぜひ働きかけをしっかりしていただきたいと思いま

す。

二つ目として、町の具体的な対策の中でも太陽光発電、自然エネルギーの利用促進する

という文言があります。温暖化対策をとっていくという中で、対象となる町施設での化石

燃料削減など、自然エネルギー未利用施設で新エネルギー利用開始について何らかの検討

がなされていますか。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（土井一典君） 自然エネルギーには太陽光、バイオマス、水力、風力、

地熱、波力、潮力等多岐にわたっておりますけれども、別海町の特徴を考えるときに日照

時間が長いこと等から、太陽光発電や、また豊富にあるバイオマス資源の家畜ふん尿の利

活用が有効であるというふうに考えております。

町内施設への新エネルギーの導入でございますけれども、町立病院の新院内保育園でご

ざいますが、太陽光発電施設を設置しまして、当施設で使用する電力の一部を賄うという
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ことでございます。

また、環境教育からの観点でございますけれども、中央中学校で太陽光発電装置設置計

画が、また中春別中学校においても改修計画に伴いまして同様の設置計画がなされている

ようでございますけれども、いずれも教育的な観点からの教材としての設置内容というふ

うに理解をしております。

今のところ、これ以外の施設への設置計画については承知をしておりません。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 院内施設と、それから中学校へということで、新しく建設される

場所へと現在あるところへの実施計画であるということで、それなりに期待していきたい

ことだと思います。

別海町の推進目標としましては、もっとたくさんの施設でこの新エネルギーを活用する

ための推進方向が出ていたのですけれども、例を言いますと町立の別海病院とか、それか

ら交流館ぷらと、中央公民館、マルチメディア館とか、野付半島のネイチャーセンター、

ケアハウスみどり野などというふうにして、たくさんの計画、これから活用していきたい

というような施設が出ていたのですけれども、その施設の方向性というのは今のところ、

今、言われた３カ所のみのところで計画的にはその３カ所でとどまっているということで

しょうか。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（土井一典君） 別海町にはたくさんの施設がございまして、その中で当

然、省エネ等について取り組んでいくのは、これからやっていかなければならないという

のは当然のことでございます。

電灯のＬＥＤ化だとか、それからいろいろな新エネルギーの導入を図っていくのは当然

でございますけれども、今のところ具体的な話が出ているのはこの３カ所ということで、

今後、その他の施設の設置については検討はなされていく、検討していくということだろ

うと思います。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 原発事故があった後、国としては自然エネルギーの活用というと

で、大きな方向性が出てきていると思うのですけれども、国の補助事業が新たな展開を見

せた場合、その展開によって補助事業が開始された場合、公的施設への活用というのが必

要になってくると考えるのですけれども、その点について検討はされているでしょうか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） 新たなこれからの施設を含めて、省エネ、また太陽光含めていろ

いろな温暖化、二酸化炭素の排出の減少を含めて、いろいろな面でこれからの施設につい

ても当然、検討していくと思っております。

国の補助事業に特に乗れれば、それが一番有利な対応の仕方かなと、そのように思って

おりますが、なかなかその辺、その方向でできないものと、できるものと現在あるわけで

す。したがって、そういうもの含めて、また省エネのヒートポンプだとか、今までもやっ

てきておりますが、いろいろなものを想定しながらＣＯ２の削減、または省エネルギーに

ついて、これからも検討してまいります。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 国の補助事業、できるだけ有効活用していくという方向性、前に
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聞いたことがありますので、ぜひ補助事業をしっかりと見つけていただいて、検討、そし

て実施のほうに移していただければと思います。

三つ目に移ります。平成１４年に住民への地域新エネルギーへの意識調査では、新エネ

ルギーに対しての関心の高さがうかがわれました。導入金額が高いことへの不安の声もあ

りましたが、温暖化対策、環境保全対策として早い段階から必要性を実感していると考え

ます。また、協力に応じる声も聞かれます。地域にある資源を有効活用していく方向性が

必要だと考えます。地域資源の利用の範囲はどのように考えておられますか。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（土井一典君） 別海町におけますエネルギー視点による有効資源、やは

り道内でも有数な日照時間の長さがございます。太陽光発電が今のところ最有力であると

考えられますが、当然、豊富にあるバイオマス資源の家畜ふん尿、この有効利用も考えて

いかなけばならないと考えております。

その他の新エネルギーである風力、水力、地熱、潮力等の利用につきましては、効率や

コスト等に若干、問題がありまして、今しばらくこの導入については時間がかかるものと

いうふうに考えております。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） このアンケートとった中で、本当に皆さん、協力していきたいと

いう思いがたくさん詰まっていたと思いました。

今、言われました風力とか水力とか地熱とか、そういうのを言われたのですけれども、

別海町全体の面積が大きいですので、転々としている森林というのはそんなに目立たない

感じでもあるですけれども、このバイオマスを活用していくということの中で、森林とい

うのは考慮の中には入っていないのでしょうか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） 森林については、当然、ＣＯ２の吸収源として大変、重要な役割

果たしております。

したがって、町においてもいろいろ植樹等々に積極的に現在、進めております。まだま

だ３０％の森林率に達していない状況の中で、今後ともしっかりやっていかなければなら

ないと思っておりますし、また、そういう意味においては、我々の酪農生産基盤でありま

す、いわゆる牧草地含めて、あらゆるものが地球温暖化を防ぐ、そういう意味で貢献をし

ているということでありますので、そういうほうも今後、我々の町の資源としていわゆる

地球環境の保全に貢献していく町になるのだと、そういう思いで今後とも省エネルギー、

またＣＯ２の削減等、地球温暖化の防止、地球環境の保全に今後しっかり貢献していく町

にしていく、そのことが重要だと思っております。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 地域にあらゆるものを地球温暖化の防止するために活用していく

方向性というのを言われて力強い思いでいます。

四つ目に移ります。新エネルギーの導入で持続可能な社会の形成につなげていくという

ことは、住民の協働により町が元気で、町の中で経済が回り、雇用の場が生まれる。住民

の豊かな生活につながる、それにはさまざま産業が連携する必要があるということだと考

えますが、推進の体制はどのようになっていますか。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（土井一典君） 新エネルギーの導入による持続可能な社会形成には、さ
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まざまな産業の連携が必要であるということは、議員のおっしゃるとおりだと思っており

ます。

かなめとなる基幹産業につきましては、平成１７年度にバイオマスタウン構想を公表い

たしまして、家畜ふん尿の有効利用を掲げました。バイオマスタウン構想の推進による資

源循環型社会の形成がコスト削減などの効果を生むことになりまして、経済の活性化につ

ながるものというふうに考えています。

基幹産業の生産力が地域内へ還流することによりまして、地域内での再投資が喚起され

まして、地域経済が活性化するものと考えますが、これらの回し手であります町内の中小

企業などの体制強化に向けて、中小企業振興基本条例に基づく指針づくり、これを取り急

ぎ進めているところでございます。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） ぜひ、この大きな事業をやっていくには、牽引の役割、大きな役

割を果たすのはやはり自治体だと考えています。

中小企業の基本条例なども大いに有効活用できるように計画を立てていただきながら、

計画を推進していくということで、自治体の役割を鮮明にしていただきたいと考えていま

す。

五つ目に移ります。別海町の森林を新エネルギーの原材料として有効活用する方向性に

ついては、検証は行われているでしょうか。有効利用先、有効利用先進地の例などから、

他町との協働など、考慮の方向性など考えておられますかお聞きします。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（土井一典君） 先ほど町長からも森林の関係ではお答えがあったと思い

ますけれども、町では平成２２年度に別海町の森林組合がチッパーという粉砕機でござい

ますけれども、導入をする際にエネルギー利用、チップボイラーという部分などを検討し

た経過がございます。

このときは、安定した原材料の供給確保等が難しいということから、具体的な計画には

至っておりませんでした。現在、森林整備による伐採木が伐採後に放置される木材につい

ては、エネルギーという観点からではなくて、他の資源として活用しております。

具体的には、伐採木をオガ粉にいたしまして、家畜の敷料として酪農家へ供給をした

り、森林に残された木材の林地残材、これについてはチップ化をすることによりまして、

水産業から排出される残渣を利用した堆肥材料の水分調整剤として活用をしたりしている

ところでございます。

このようなことから、現在、他町との協働については検討されておりませんけれども、

しかし地球温暖化の問題や廃棄物の問題の対応から環境面ですぐれている木質バイオマス

の利用については、さらなる活用方法について検討していかなければならない問題である

と認識しているところでございます。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 酪農の部門で活用されたりしているということなのですけれど

も、先ほど町長もおっしゃったようにＣＯ２排出というようなことから、そのＣＯ２排出権

取り引きというようなことで、北海道というのはそのＣＯ２を削減するために最も有利な

場所であるということで、少し調べてみましたら全国１０ブロックあるうちで、ゆとりの

あるのは５ブロックでした。そのゆとりのある５ブロックの中でも、さらにゆとりを持っ

て５８.４％を占めているというのが北海道で、排出権取り引きができる、売れるという



─ 27 ─

ＣＯ２を売れるというか、排出権取り引きができるというのがちょっと少し古い調査内容

だったのですけれども、そういうものが出てきて見ることができました。

さほどそんなにこの数値が変わっているとは思われません。別海町でこのＣＯ２の排出

権取り引きというようなことで、北海道全体と合わせて造林などもずっと続けていかれて

いるので、このようなことに対して積極的に働きかけていくというようなことは考えてお

られないでしょうか。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（土井一典君） 別海町の草地、大変広ろうございまして、ＣＯ２の吸収

源として非常に有効な部分があるという認識を持っておりまして、将来的にこれについて

排出権の取り引きに対象になっていくのではないかというふうな希望も持っておりますけ

れども、吸収面ばかりではなくて、排出のほうも問題になってくるという部分もございま

すので、その辺は慎重にとらまえて進めてまいりたいというふうに思っております。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） この森林というのは、本当に未来にとって夢のあるものだなとい

うふうにして考えています。大きくなるのには、本当に年月がいるのですけれども、別海

町でもことし２３年３月の補正予算と２４年の当初予算では、未来につなぐ森づくり推進

事業ということで、予算が提出されています。

未来につなぐということで、未来につながっていく森づくりであるということから、森

ができるということだけではなくて、地域産業も活性化していく、そのための森づくりで

はないかと、その予算の中から酌み取ったりしています。

町有の森林というのは本当に少なくて、民有林というのが多いのですけれども、町とし

ては民有林にも援助をずっと続けていますし、この中で地域の雇用が生まれてくるという

ことも十分これから考えられることだと思うのですけれども、この森林に関して植林と

か、間伐とか、そういうことだけではなくて、雇用につながっていくような新エネルギー

を活用していくためにつながっていくような、何か対策というようなもの、検討の中に

入っているでしょうか。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（土井一典君） 森林の関係でございますけれども、今現在、カラマツ等

を防風林等かなり伐期が来ております。そういった関係から、これからたくさんの木材が

生産される可能性があるというふうに認識しておりまして、それが雇用の関係にうまくつ

ながっていくかどうかという部分については、今後の課題になっていくだろうというふう

に思っているところでございます。

別海町の森林率２８％程度でございますけれども、これをもう少しふやしていって、将

来的にはもう少し林業の振興を図ってまいりたいというふうには考えておりますけれど

も、なかなか具体的には対策が今のところないような状態ですけれども、将来的には検討

してまいりたいというふうに思っております。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 林業、間伐の作業道整備などもかなり広い分野で入っています

し、ぜひ林業も地球温暖化というところから新エネルギー活用するために、しっかりと検

討よろしくお願いしたいと思います。

それで、六つ目です。町の補助は確実に町の中の経済効果としてあらわれると考えま

す。太陽光発電の補助に関して、町の補助によって経済効果はどれぐらいあったかお聞き
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します。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（土井一典君） 別海町では、平成２１年度から一般家庭でも取り組みや

すい地球環境に配慮したライフスタイルを構築する、住民の割合を向上させたいというこ

とで、太陽光発電の設置に助成をしてまいりました。

現在、助成開始以前、平成２０年度まででございますけれども、町内で設置された太陽

光発電出力の１１倍程度にまでなってきております。

経済波及効果については、調査、算定をしておりませんけれども、補助実績、直接的な

投資になりますけれども、平成２１年度で１,１７０万５,０００円、平成２２年度で１,

４４８万６,０００円、平成２３年度では１,３４９万２,０００円の予定でございます。

合計３,９６８万３,０００円ほどの直接投資というところでとらまえているところでござ

います。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） この経済効果というのをしっかりと確認するということも大切な

ことだと思います。自分たちのやったことがどんなふうにして地域に有効利用されている

のかということもありますので、検証をしっかりしていただいて、さらに地域にとって有

効な還元方法がないかというようなことも考えていく必要があるかと思います。

いつも仕事をするときというのは、やった後、必ずモニタリングして、検証して、さら

に次、どんなふうにすればもっと有効にできるかということをやっていっていると思いま

すので、ぜひ商工の方のほうから情報をいただいて、こんなふうにして経済効果が上がっ

ているのだということを地域の住民に知らせていただければと思いますので、よろしくお

願いしたいと思います。

それから七つ目です。太陽光発電では、町の補助もあり地域の中での活用が目に見える

形であらわれています。今年度も当初予算から計画を上回る予算で計上されました。補助

対象要件の中に（４）として施工に当たり、別海町の事業者が必要に応じた形でかかわる

こととありますが、どのような意味を持っているのかお聞きします。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（土井一典君） お答えいたします。

太陽光発電の装置の設置には、太陽光発電システムのメーカーからのパネル資材の提供

を受けまして、メーカーが実施する施工研修等を受けて、ＩＤ、認証でございますけれど

も、取得した方のみが設置を実施することができることというような仕組みになっている

ようでございます。

しかし、町内には装置のメーカー、パネルメーカー当然ございませんし、各メーカーの

代理店も数少なく、町外やら管外からの多くの業者さんが参入する状況でございます。そ

のため、町内業者さんの参入の機会が損なわれるおそれがあることから、何らかの形で町

内業者さんにも携わっていただき、受注の機会をふやしていただきたいとするものでござ

います。

具体的には、電気工事やパネル設置工事などにつきまして、町内電気工事業者さんや町

内建築業者さんの方々は、これに携わっていただくというような方法で関わっていただく

ということでお願いをしているところでございます。

以上です。
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○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） かなり複雑で、町としての経済効果を簡単に出せる状況ではない

のだなということを今、聞いたのですけれども、さまざまなところの機種を選ぶのは、そ

の方の、実施する方の気持ちだと思うのですけれども、できれば町の業者さんが潤うよう

な方法でというようなことを町しても声かけしていただければなと思います。

それで、最後、八つ目です。昨年の３月１１日、福島第一原発事故後、日本の中だけで

なく、世界の中でも地球温暖化対策のためだけでなく、脱原発のために新エネルギーの活

用が重要視されるようになりました。

省エネに加え、自然にある身近なエネルギー資源を最大限有効に活用する方向性が問わ

れていると考えます。別海町の新エネルギー活用がさらに進んでいく必要があると考えま

す。今後の取り組みについて重なる部分もあると思いますけれども、どのように考えてお

られるのか方向性をお聞きします。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（土井一典君） 脱原発や脱化石燃料が叫ばれる中、別海町ではかねてか

ら何回もお話ししましたが、バイオマス発電や太陽光発電を新エネルギーとして積極的に

推進してまいりました。

今後についても、地域エネルギー資源を有効に活用いたしまして、資源循環型社会の構

築に向けて新エネルギー政策の検討を進めてまいりますけれども、喫緊の課題としてはや

はり基幹産業である酪農について、環境保全、資源循環型への進展を推進していく必要が

あるというふうに考えているところでございます。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 町としては、家畜ふん尿によるバイオマスをまず第一に考えてい

くということだと思うのですけれども、別海町では本当に太陽光の発電のことでも道内有

数の太陽光、日照時間があるということでもありますし、さまざまなところと連携して、

新エネルギーの活用というのは大事なことになっていくのではないかなと思います。

町だけでというのではなくても、地域の業者さんなんかと住民が協働して動いていくと

いうことも十分、町がリーダーシップをとっていただいて、住民が業者さんに協力してい

くというようなことも考えられると思いますので、家畜ふん尿のバイオマスということに

なりますと、その酪農家さんだけということに新エネルギーの活用というのは、酪農家さ

んだけになっていて、車でバイオガス燃料をつくった車が走ったりとかしてはいたのです

けれども、本当に限定された中になってくると思います。

地域の住民の人がこの新エネルギーを十分に活用できる、自分たちもそこに参加してい

るのだということが思えるような新エネルギーの活用の方法、方向性というのが必要だと

考えていますが、もっと太陽光を大きく活用していくというようなことについては、検討

の中には上っていないのでしょうか。

一般家庭への導入、そして中学校とか、学校とかへの導入ということでとどまっている

のでしょうか、広い意味での活用ということで検討事項として上っているか、いないか

ちょっとお聞きします。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） お答え申し上げます。

バイオマスタウン構想は、それぞれ今、鋭意いわゆる建設コストですとか、なかなか結

構、予算がかかる話でありまして、なかなか国の補助事業等も活用しながらやっているの
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ではないかということがありますので、急激に進んでいくという状況に今はないところで

すが、いずれにしても今、北海道でバイオガス、国もバイオガスに取り組む市町村含めて

協議会をつくって、また国にそういう要請をしたり、また電気の買い上げについてもなる

べくコストに見合う価格で高額で買い上げていただきたいと、いろいろな要請を今、して

いるところであります。それはこれからもしっかりやっていきたいと思っております。

また、太陽光についても当然、別海町にとって日照時間も含めて、非常に有利なエネル

ギーの源であるということでございますので、今後とも積極的に進めてまいりたいと思っ

ておりますし、またそれぞれ町のこれからの施設、なかなかいわゆる国の補助事業等に乗

れるか乗れないか、なかなかその辺もありますが、有利な状況のもとで積極的に進めてい

くということでやってまいりたいと思いますし、またそれぞれ一般の町民の皆さんへの補

助について、今後ともそのことについても継続してやっていくという今、現在はそういう

状況でございますので、ぜひこの太陽光含めてエネルギーのなるべく町内の有効な資源を

活用して、エネルギーを求めていく、そういう資源循環型のまちづくり、それをしっかり

これから進めてまいりたいとそのように思っております。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 資源循環型で、エネルギーも地産地消でということで、ぜひこれ

からも有効活用の方向へ検討していただきたいと思います。

次の質問に移ります。

公契約条例についてです。公契約条例の制定が話題になっています。土台には、市民の

税金をもととする公的事業で利益を得る企業は、労働者に人間らしい労働条件を保障すべ

きであり、発注者である国、自治体や公的機関はそれを確保するための責任を負っている

ということがあるとされています。

現在は、事業者に移った仕事に関して口出しはしないという状況だと考えます。安いこ

とに越したことはないと考える入札ですが、安いだけでいいのか、品質は、働いている人

の労働環境はなど考え、安さだけを追及する入札から、従事する仕事の賃金の最低額を入

札や落札の条件として自治体の入札、契約の中で定めていこうとするものです。

町として、この公契約条例についてどのように考えておられるのかお聞きします。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） お答えを申し上げます。

まず、町が発注する工事、また業務委託などに関する公契約につきましては、北海道地

区の公共工事設計労務単価、また建築保全業務労務単価など、適正な単価を用いていると

ともに、適切な経費を計上して積算業務を行ってきております。

安いに越したことはないと考える入札、安いだけでいいのか、品質や労働環境はどうな

のか、そのような御質問だと思いますが、決してそのような考え方ではなくて、品質の確

保、また安全対策などを含めた労働環境への配慮をされるように発注仕様書、また契約書

によっていろいろな取り組みをいたしてきております。

また、最低賃金法だけでなくて、労働基準法や労働安全衛生法、これらを初めとする法

令遵守を契約書などに規定しておりまして、契約違反者に対しましては指名停止など、罰

則基準も適用できるように定めているところでございます。

公契約条例につきましては、平成２１年の千葉県野田市以来、神奈川県川崎市、東京の

多摩市、この３市で制定をされてきております。現在、札幌市でも条例化に向けたパブ

リックコメント、これを実施をいたしておりますが、公共工事の減少による過当競争から
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低価格入札が頻発をいたしまして、これらが労働者の賃金抑制の背景となって、都市部を

中心に条例制定の検討が始まったところだと認識をいたしております。

別海町では、公共工事の品質確保を図るために最低制限価格制度を設けるなど、ダンピ

ングによる低価格競争が起こらないよう、常に注意を払ってきておりますが、これまでは

工事業務委託、物品調達などの各分野で適性な契約履行がされていると認識をいたしてお

ります。

公契約条例の制定に当たっては、関係法令等の町政や労使双方による協議、また制定後

には賃金支払い状況の調査など、さまざまな手続きや準備が必要になることもありまし

て、現状では条例制定の予定はございませんが、公契約にかかわって就労される労働者の

方々の健全な労働環境が維持されるように発注者の皆さんに対しても契約条項及び法令の

遵守を重ねて喚起をしてまいる所存でございます。

以上であります。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 公契約条例をすることで、地域が豊かになるというような内容の

話も聞いたことがあります。

札幌市の契約管理課では、公契約条例はまだ手探りの状態で条例を制定した後も、地域

の特性などを検証し、改善しながらやっていきたいということを言っているということ

で、町長が今、お話されましたいろいろな内容のことがしっかりとまず実施されていくと

いうことが大前提だと思っています。

一応、役場の職員として仕事をしていたときに、清掃業務の金額がどんどんと年度ごと

に下がっていく状況を見てきたことがありまして、そのときはただ単に安くなったのだ、

よかったねというような思いで見ていたのですけれども、この町長の話とか、公契約条例

のことを見まして、そうではなかったのだということで、改めて働く人の権利を守るとい

うか、そういうことが大事だと思っています。

ゆくゆくは、さまざまなところで働いている人に対しての給与の支払い調査というよう

なことも大切なことになってくると思いますし、この支払い調査というのがしっかりと行

われなければ、約束事だけで終わってしまうということも考えられます。

今はこういうふうにして支払い調査などは行っていないと思うのですけれども、これか

ら検討事項になると思っていますので、ぜひこの公契約条例ということについても続いて

契約内容のほかに、こういう支払い状況なんかも調査していくということをできる方向性

を探っていただきたいと思いますが、済みません私、逆質問で本当に申しわけないのです

けれども、この入札制度の中では……いいでしょうか町長に反対に質問して。（「よくな

いです」と発言する者あり）わかりました。私のほうでまた勉強させていただきます。

ゆくゆくは、この公契約条例というのがきちんと、すべての自治体で制定されるという

ことになりますので、それに向けてぜひ検討をこれからも続けていただきたいと思いま

す。よろしくお願いします。

以上で質問を終わります。

○議長（渡 政 君） 以上で、瀧川榮子議員の一般質問を終わります。

これで一般質問を終わります。

──────────────────────────────────

◎休会の議決

○議長（渡 政 君） ここでお諮りいたします。
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議案調査及び委員会審査のため、３月１３日から３月１５日までの３日間、休会とした

いと思います。これに御異議ありませんか。

（「異議なし」の声あり）

○議長（渡 政 君） 異議なしと認めます。

したがって、３月１３日から３月１５日までの３日間、休会とすることに決定しまし

た。

──────────────────────────────────

◎散会宣告

○議長（渡 政 君） 以上で、本日の日程はすべて終了しました。

本日は、これで散会いたします。

なお、１３日は各常任委員会、１４日、１５日は予算審査特別委員会がいずれも午前１

０時から開催されますので、よろしくお願いいたします。

以上で終わります。

御苦労さまでした。

散会 午後 １時４２分
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上記は、地方自治法第１２３条の規定により会議の次第を記載したものであ

る。
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